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第１章　京　都　府　財　政　状　況

第１　平成28年度決算の概要について

１　一  般  会  計

～一般会計決算の状況～
(単位：百万円・％）

平成28年度 平成27年度 増　減　額 対前年度比

歳　入　総　額  Ａ 942,845 989,215 △46,370 95.3 

歳　出　総　額  Ｂ 938,245 984,698 △46,453 95.3 

形　式　収　支  Ｃ＝Ａ－Ｂ 4,600 4,517 83 101.8 

翌年度へ繰り越すべき財源  Ｄ 3,910 3,834 76 102.0 

実　質　収　支  Ｅ＝Ｃ－Ｄ 690 683 7 101.0 

前年度実質収支  Ｆ 683 675 8 101.2 

単 年 度 収 支  Ｅ－Ｆ 7 8 △1 87.5 

～決算収支の特徴～

◆平成25年度から３年連続で増収であった府税収入の減収をはじめ、一般財源収入が大幅に減

少となる一方、社会保障関係の義務経費は増加したため、非常に厳しい財政運営が続く

◆過去最大規模の決算額であった昨年度と比較すると、歳入・歳出とも規模は縮小

＜歳　出＞　9,428億円（対前年度比　464億円減）

○　府税、地方消費税清算金収入の減 △約171億円

○　地方法人特別譲与税の制度改正に伴う地方譲与税の減 △約68億円

○　地方交付税の増、臨時財政対策債の減 △約78億円

＜歳　入＞　9,382億円（対前年度比　465億円減）

○　社会保障関係経費の増 約61億円

○　府税の減収に伴う地方消費税清算金、市町村交付金等の減 △約150億円

○　府債管理基金積立金の抑制に伴う公債費特別会計繰出金の減 △約210億円
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◆歳　　入
（単位：百万円・％ )

科　　　　　目 平成28年度 平成27年度 増　減　額 対前年度比
構成比 構成比

府 税 279,407 29.6 286,049 28.9 △6,642 97.7

地 方 消 費 税 清 算 金 93,795 9.9 104,291 10.6 △10,496 89.9

地 方 譲 与 税 37,961 4.0 44,764 4.5 △6,803 84.8

地 方 特 例 交 付 金 957 0.1 948 0.1 9 100.9

地 方 交 付 税 177,131 18.8 171,556 17.3 5,575 103.2

交通安全対策特別交付金 470 0.1 499 0.1 △29 94.2

分 担 金 及 び 負 担 金 1,658 0.2 1,334 0.1 324 124.3

使 用 料 及 び 手 数 料 12,355 1.3 11,064 1.1 1,291 111.7

国 庫 支 出 金 87,386 9.3 88,217 8.9 △831 99.1

財 産 収 入 2,094 0.2 1,770 0.2 324 118.3

寄 附 金 50 0.0 33 0.0 17 151.5

繰 入 金 10,719 1.1 19,635 2.0 △8,916 54.6

繰 越 金 4,517 0.5 6,085 0.6 △1,568 74.2

諸 収 入 113,146 12.0 118,815 12.0 △5,669 95.2

府 債 121,199 12.9 134,155 13.6 △12,956 90.3

合 計 942,845 100.0 989,215 100.0 △46,370 95.3

＜参考＞ 平成28年度末　 府債残高　　　　２兆1,389億円、府民１人当たり残高832千円 
実質的府債残高　１兆1,788億円、府民１人当たり残高459千円
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税　目　別　府　税　収　入　額　調

（単位：百万円・％ )

科　　　　　目 平成28年度 平成27年度 増　減　額
対前年度比 対前年度比

　

普

　

通

　

税

　

府

民

税

個 人 97,600 97.9 99,724 102.1 △2,124

法 人 11,058 79.9 13,847 92.1 △2,789

利 子 割 978 49.5 1,977 86.4 △999

事

業

税

個 人 3,887 104.1 3,733 103.9 154

法 人 64,576 108.5 59,505 115.5 5,071

地 方 消 費 税 48,314 90.5 53,383 186.1 △5,069

不 動 産 取 得 税 7,824 90.6 8,631 111.9 △807

府 た ば こ 税 2,708 96.3 2,811 97.4 △103

ゴ ル フ 場 利 用 税 796 96.0 829 100.2 △33

自 動 車 取 得 税 2,759 106.3 2,595 168.6 164

軽 油 引 取 税 13,835 101.1 13,682 100.6 153

自 動 車 税 24,998 99.0 25,261 98.8 △263

鉱 区 税 1 116.4 0 100.4 1

計 279,334 97.7 285,978 114.0 △6,644

　

目　

的　

税　

軽 油 引 取 税（旧法） 0 67.1 0 96.8 0

狩 猟 税 20 100.0 20 69.0 0

産 業 廃 棄 物 税 53 103.9 51 82.3 2

計 73 102.8 71 78.0 2

合 計 279,407 97.7 286,049 114.0 △6,642

参考　うち法人２税 75,634 103.1% 73,352 110.2 2,282
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◆　府 税 の 状 況

○　平成28年度府税収入状況

平成28年度における府税の総収入額は、2,794億700万円であり、その税目別決算額は、 

次表のとおりです。

府税収入の税目別構成比について見てみると、個人府民税が34.9％、次いで法人２税（法

人府民税及び法人事業税）が27.1％であり、これらの税が府税収入の主要なものとなってい

ます。

年 次 別 府 税 収 入 額 調
（単位　百万円）

年　度

税　目

平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度

決 算 額 対前年
度　比 決 算 額 対前年

度　比 決 算 額 対前年
度　比 決 算 額 対前年

度　比 構成比

％ ％ ％ ％

府民税｛
個 人 95,789 106.3 97,678 102.0 99,724 102.1 97,600 97.9 34.9 

法 人 12,896 95.8 15,034 116.6 13,847 92.1 11,058 79.9 4.0 

利 子 割 2,594 94.9 2,289 88.2 1,977 86.4 978 49.5 0.3 

計 111,279 104.6 115,001 103.3 115,548 100.5 109,636 94.9 39.2 

事業税｛
個 人 3,413 101.5 3,594 105.3 3,733 103.9 3,887 104.1 1.4 

法 人 44,537 111.9 51,502 115.6 59,505 115.5 64,576 108.5 23.1 

計 47,950 111.1 55,096 114.9 63,238 114.8 68,463 108.3 24.5 

地 方 消 費 税 29,082 100.6 28,679 98.6 53,383 186.1 48,314 90.5 17.3 

不 動 産 取 得 税 7,449 107.5 7,713 103.5 8,631 111.9 7,824 90.6 2.8 

府 た ば こ 税 3,216 59.6 2,886 89.7 2,811 97.4 2,708 96.3 1.0 

ゴルフ場利用税 844 98.6 827 98.0 829 100.2 796 96.0 0.3 

自 動 車 取 得 税 3,379 88.9 1,539 45.5 2,595 168.6 2,759 106.3 1.0 

軽 油 引 取 税 13,476 105.0 13,607 101.0 13,682 100.6 13,835 101.1 5.0 

自 動 車 税 25,994 98.8 25,569 98.4 25,261 98.8 24,998 99.0 8.9 

そ の 他 の 税 92 103.4 92 100.0 71 77.2 74 104.2 0.0 

旧 法 に よ る 税 5 ― 1 20.0 0 96.8 0 67.1 0.0 

合　　　　　　計 242,766 103.5 251,010 103.4 286,049 114.0 279,407 97.7 100.0 

（参考）

徴　収　率
（　）内は現年課税分

％
97.5（99.0）

％
98.0（99.2）

％
98.5（99.4）

％
98.6（99.3）

（注） １　その他の税は鉱区税、狩猟税及び産業廃棄物税です。

　　　２　旧法による税は特別地方消費税、自動車取得税及び軽油引取税です。

また、平成28年度の決算額を前年度と比べると2.3％の減となっています。

これは、法人府民税や地方消費税が減少したことが大きな要因となっています。
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○　府民１人当たりの税額等について

平成28年度府税決算額における府民１人当たりの税額は107,585円で、前年度と比べ 

2,297円、2.1％の減少となっています。

府民１人当たりの税額等の年次別比較表

年　度

区　分

平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度

税 額 等 対前年
度　比 税 額 等 対前年

度　比 税 額 等 対前年
度　比 税 額 等 対前年

度　比 税 額 等 対前年
度　比

％ ％ ％ ％ ％
府税決算額

（千円）234,625,675 98.1 242,765,609 103.5 251,009,808 103.4 286,049,322 114.0 279,406,759 97.7 

人 口
（人） 2,618,498 99.7 2,611,948 99.7 2,605,923 99.8 2,603,238 99.9 2,597,078 99.8 

世 帯 数
（世帯） 1,136,765 100.5 1,145,563 100.8 1,154,165 100.8 1,155,634 100.1 1,163,409 100.7 

府民１人当た
り府税額（円）


89,603 98.4 92,944 103.7 96,323 103.6 109,882 114.1 107,585 97.9 

１世帯当たり
府税額　（円） 206,398 97.6 211,918 102.7 217,482 102.6 247,526 113.8 240,162 97.0 

府 民 所 得
（百万円） 8,398,648 99.7 8,369,350 99.7 8,671,860 103.6 ― ― ― ―

１人当たりの
府民所得（円）


3,207,430 100.0 3,204,256 99.9 3,327,750 103.9 ― ― ― ―


（％） 2.8 ― 2.9 ― 2.9 ― ― ― ― ―

（注） １　人口及び世帯数は、それぞれ翌年度４月１日現在のものです。（府企画統計課調べ）

　　　２　府民所得は、分配所得（市場価格表示）です。（府企画統計課調べ）

　　　　　なお、平成27年度及び28年度は集計中です。

府民１人当たりの税額を全国平均の１人当たりの税額と比べると、次表のとおり、全国平

均を35,314円、24.7％下回っています。

１ 人 当 た り の 税 額 比 較 表
（単位　円）

年 度 別 京 都 府  全 国 平 均  －

平 成 24 年 度 89,603 111,073 △21,470

平 成 25 年 度 92,944 116,205 △23,261

平 成 26 年 度 96,323 123,551 △27,228

平 成 27 年 度 109,882 141,917 △32,035

平 成 28 年 度 107,585 142,899 △35,314

（注） １　人口は、翌年度４月１日現在のものです。（府企画統計課及び総務省統計局調べ）

　　　２　平成28年度の全国平均は、出納閉鎖日現在の数値を基に算出しています。
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◆歳　　出
（単位：百万円・％ )

科　　　　　目 平成28年度 平成27年度 増　減　額 対前年度比
構成比 構成比

議 会 費 1,983 0.2 1,952 0.2 31 101.6 

総 務 費 46,296 4.9 45,996 4.7 300 100.7 

民 生 費 158,356 16.9 154,229 15.6 4,127 102.7 

衛 生 費 22,858 2.4 22,848 2.3 10 100.0 

労 働 費 3,972 0.4 5,843 0.6 △1,871 68.0 

農 林 水 産 業 費 20,477 2.2 19,409 2.0 1,068 105.5 

商 工 費 102,869 11.0 111,912 11.4 △9,043 91.9 

土 木 費 73,630 7.9 72,087 7.3 1,543 102.1 

警 察 費 77,796 8.3 79,164 8.0 △1,368 98.3 

教 育 費 227,071 24.2 228,355 23.2 △1,284 99.4 

災 害 復 旧 費 1,797 0.2 5,540 0.6 △3,743 32.4 

公 債 費 95,209 10.1 116,051 11.8 △20,842 82.0 

諸 支 出 金 105,931 11.3 121,312 12.3 △15,381 87.3 

合 計 938,245 100.0 984,698 100.0 △46,453 95.3 
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２　特  別  会  計

◆平成28年度特別会計決算額
（単位：百万円)

特　別　会　計　名
歳入総額

Ａ
歳出総額

Ｂ

歳入歳出
差引額

（Ａ－Ｂ）Ｃ

翌年度へ繰
り越すべき
財源　　Ｄ

実質収支額
（Ｃ－Ｄ）Ｅ

前年度
実質収支
額Ｆ

単年度
収支額
Ｅ－Ｆ

営 林 事 業 186 185 1 0 1 1 0

母子及び父子並びに寡婦
福祉資金貸付事業 500 376 124 0 124 42 82

農業改良資金助成事業等 437 34 403 0 403 385 18

中小企業経営基盤強化資
金助成事業 864 836 28 0 28 156 △128

収 益 事 業 16,804 15,457 1,347 0 1,347 1,495 △148

地 域 開 発 事 業 135 135 0 0 0 54 △54

公共用地先行取得事業 698 698 0 0 0 0 0

流 域 下 水 道 事 業 15,417 14,681 736 517 219 234 △15

港 湾 事 業 1,574 1,574 0 0 0 0 0

公 債 費 240,740 240,740 0 0 0 0 0

合　　　　　　計 277,355 274,716 2,639 517 2,122 2,367 △245


